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平成23年度第２回「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会　議事概要（案）
１．日　時：平成23年12月27日（火）15:00～18:00
２．場　所：ドーンセンター５Ｆ特別会議室

３．出席者：松村委員長、阿部委員、小杉委員、深町委員、計4名（千木良委員、矢守委員は欠席）
　　　　　　箕面市、高槻市、交野市、八尾市、河内長野市、和泉市、泉南市、計7市

４．概　要：〔以下、○委員　□市町村　●事務局〕
（１）土砂災害対策事業のあり方について
【今後の維持管理コスト及び問題点】
○日本の構造物の材料費はかなり高い。東南アジアではもの凄く中途半端なものでなんとか作られている。韓国ではヒューム管にコンクリートを詰めて並べて立てた物がセルダムとして堰堤の代わりをさせている事例がある。石がゴロゴロしている所ではもたないと思うが、花崗岩のマサ土などでは凌げる可能性がある。材料費のコストについても考えていかなければならないと思う。
○施設の維持管理は、元に戻すのか、補強を行うかでコストが変わる。急傾斜の話では作り直すイメージが強い。
○昭和20年代後半～30年代前半までの砂防堰堤は、材料が高かった事もあり、セメントを使わないコンクリートや玉石混じりのコンクリートが使われており品質の低いものが多い。
○施設の多目的利用についても考えていけないだろうか。

○昔に用地取得をしないで対策工を実施している箇所は、今後の維持管理方法が問題である。他府県では堆砂敷きに住宅が建てられているところもある。
●急傾斜地対策の崖の場合と土石流対策の砂防ダムの場合で、維持管理の実態は異なる。土石流対策では50～60年以上保てるものが、急傾斜の崖の場合、施設の状況によっては28年で直さなければいけない構造物も出てきている。今後も施設の維持管理に大きなランニングコストがかかるものだと感じている。
○国の予算（補助金の額）によって、対策工の範囲が限定されている。今後、国の補助なしの大阪府単独で事業を行うことを考慮すべきでは。

●交付金に関しては府の裁量で対策を実施するのが基本。これまでは国の補助や交付金で実施するとの意識が強かったが、今後は単独事業も実施し、ソフトやハードへの投資もしていきたい。
○修繕費の増大により20～30年後には新規建設が不可能になるとあるが、30年後の整備率を試算して教えて頂きたい。
●維持費の増加を考慮せずに今の建設事業費で全施設の整備完了に280年かかると試算した。今回のように急傾斜の崖対策施設が30～50年で修繕費が多くかかるとなれば、収束しないため何年経っても施設ができない試算となる。

○現在の予算で全対策の建設を実施するのが280年後であれば、公益性や平等性が低くなるのが問題ではないか。
●土砂災害特別警戒区域への支援制度の採択基準は、急傾斜では10戸以上で条件を満たすため、小規模な場合は採択の基準に載らない。採択基準に則って、優先順位の高い場所から整備を実施する対策の費用と、採択基準に載らない場合の移転補助や融資制度の場合を考えると負担の差が大きく問題であると認識している。

【受益者負担と移転・補助費】

○土砂災害対策は受益者負担が無いのに、土砂災害特別警戒区域に立地する家屋の移転や補強にかかる費用の助成について手薄になっているのは、バランスが悪い。
□個人所有の土地においては、原則として土砂災害対策は土地所有者（個人）で行う事としている。
□応急的な対策、土砂撤去やブルーシートでの養生は、土地所有者（個人）で実施するのは難しいので、市町村が対応している。

□大阪府と相談し、災害の規模に応じて助成を行うかを検討しているが、小規模な災害は殆どが土地所有者（個人）負担となっているのが現状である。
□大規模な災害が起きた場合、市町村がどこまで対策できるのか判断に悩んでいる。
□個人所有の土地の日常対策（草刈りや側溝の清掃）については、土地所有者で行う事としている。

□対策に関する土地所有者との覚書は作成していない。

【専門的人員の配置・育成等】
○府と市町村の役割分担について、法律上では「市町村では専門性が高すぎて対応が困難な事は府県で実施すべきである。」という考えもある。危険箇所か否かの見極めはどのような役割分担で行われているのか。

●現状の危険性の確認は、土砂災害防止法の危険箇所の指定を府と市町村が情報交換しながら行っている。これには危険区域が明示されており、専門性を備えた市町村の担当者と一緒に行っている。日常の災害対策等は、これらの役割の中で市町村に一義的にして頂いている。

○市町村単体で、砂防の専門的技術者を配置するのは難しいのではないのか。
○専門的な対応は、広域自治体である大阪府が市町村とタイアップして部局を新設したり、国土交通省のように専門的人員を育成、雇用したりするなど、対応すべきではないか。
○専門家が専門分野を追求するだけでなく、予算がない・ハードに時間がかかる中で何ができるかを市町村と共に考えていくことが重要。

【今後の対策の方向性】
○急傾斜地では、土砂法などの未指定地での災害による被害者数が意外と多いのは問題で、ハード対策だけには頼らずに対策を実施することも考慮すべき。

○大雨時の大阪府は、FAX等で危険性の周知を行っており、市町村との綿密な連携が必要。

○危険箇所の見極めと逃げ方に関して、府・市町村・専門家を交えた議論が必要。

○急傾斜地の災害対策を実施した場合、施工した者が恒久的に管理責任を負うこととなっており、私的な物（家屋など）を守るのに維持管理は施行者（自治体）が行うため、住民の意識が低くなっているように思える。

○土砂法は規制をかけるため、対策が民地の価値にも関係するため、意識改革につながる法律であり、財政的な観点から土砂法の考え方にシフトすべきではないか。

○急傾斜地の対策に関しては、自分たちの財産を守ってもらっている施設を、自分たちで維持管理していく必要があるという意識を持ってもらえるように制度を考えていかなくてはいけない。
○大阪は狭い地域にいかに多くの住民を住まわすかを考えており、山裾などの危険性がある箇所を住めるようにしていくことに今までは正当性、意義があった。しかし、人口減少の局面に直面している昨今、この考え方は変えるべきであり、安全なところに移転してもらうことを基軸に据えた政策に舵を切っていくべきだと思う。危険箇所から移転して、安全な場所に住んでもらうことが議論できる状況にあると思う。
○ハード対策は、ソフト対策の補完としての位置付にすることが重要ではないか。

○避難場所までの経路を安全にするためのハード対策などの予算執行が重要ではないか。

○（急傾斜地の対策に用いられる）法枠工やアンカー工は剛的に斜面を保持するため、時間の経過と共に老朽化すると補強が必要になる。これを老朽化したまま放置して倒れてくれば、何も無かった自然斜面より危険であり、撤去したほうが安全になってしまう。
○ハード対策は極力少なくしていく方向も良いと思う。ただし、その場合は山間地と都市近郊とを同じ尺度で議論すべきでは無く、総合的に見て府民が豊かで安全な生活を送れることを念頭に、原点にたった考え方を構築することが必要に思う。
○市町村への権限委譲や日常対策（草刈りや側溝の清掃）への住民の参加を進めるべきである。
○ソフト対策の策定をきっかけに、地域力（繋がりや情報の共有等）を高めるような方向性も検討すべきである。
【費用負担と整備の優先順位】
○府が面倒を見きれる以上の施設は作らないという議論が必要

○構造物を施工すれば、大阪府や自治体の恒久的な責任が発生し、費用負担も増大する。ならば、「撤去してその後は何も作らない」との議論は出来ないのか。何もなくしてしまえば、維持管理の費用負担も無くなるし、逼迫している財政の中で、予算を他の重要な施策に使用できると思う。
○費用負担を含め、個人の財産や生命に特化している性格がある場合、作るだけでなく維持管理に対しても本来は地権者や住民への責任や関わりがあれば良いのでは。全て府や市町村がやっていくのではなく、作った施設が現在どのような状態にあるのか、どう維持管理していく可能性があるかなどを説明して住民にも意識を高めてもらうようにきめ細やかな対応をしていくべきと思う。
○社会全体から見た優先順位を考慮すべきであるが、責任の所在を明確にしておくことが大事。
○民間にも危険地帯での建設にはコストが増大することなど、住む側・開発する側の責任を理解してもらうことは重要である。対策には費用がかかること、住んでいる自分たちにも責任があることが徹底されないと維持管理への関りは進まないと思う。

□山手に住まわれている住民の方は、土砂災害関係の対策事業は大阪府がすべきとの認識をかなり以前から持っているようで、今後受益者負担の観点から土地所有者に負担を求めていくとなれば、かなりの反発があるのではないか思う。
□元々個人所有の山を持っていた場合、永久にその人（個人の土地所有者）が面倒見ないといけないのかというと、それは山を持っている土地所有者にとっては大変な苦労だと思う
□橋や道路では長寿命化修繕計画を策定しているが、これを（急傾斜地の災害対策工にも適用）できないかと考えている。
□自然的資源を保全すべきとの意見もある。また、市街地の浸水対策では山手の保水機能も確保しなければならないなど、いろいろな面が複合して議論の難しいところでもあると思う。
□避難ルートが補助対象外となって危険箇所がたくさんあるため、地区に留まり、避難を拒む声もある。また、道路が危ないなら山中を避難するほうがいいのではとの、誤った意見も聞いた。
□（受益者負担の議論前の）その時（に対策を）実施してもらえれば、受益者負担金が不要だった訳で、「（大阪）府民としては差別されているのでは」との声も出てきている。
□平成13年度の土砂法改定後、平成14年度以降に危険箇所の調査をしていないので、新たに土砂法に則って危険箇所を見ていくべきである。
□今後警戒区域等に指定されたときに、災害対策を実施しないと新築・増築できない地域が出てくれば、再度地元から対策工の要望が出てくる率が高くなると思う。
○住民への説明に関しては、本委員会で方向性を付ける必要がある。
○急傾斜地対策における受益者負担分を現在は大阪府が負担しているが、府税納税者一般の立場に立てば、府負担がより大きな「不公平感」を生んでいる可能性もある。これを防ぐ意味でも、また、急傾斜地対策を、府・市町村・住民一体となってとりくむ課題として位置づけるためにも、広島県、秋田県等の事例も参考に市町村への権限移譲や、日常のメンテ・チェック等に対する住民参画を進めるべきと思われる。
○住民参画の推進にあたっては、関与する市町村や参画する住民に対して何らかのインセンティヴを提供すべき。ハード対策の重点化にあたって導入する「地元要件」の一部に加味することも一法である。
○家屋移転のへの支援制度は有効な方策の一つであると思われる。しかし、他方でも並行して、そもそも危険地域に住居や施設が立地する事に対して十分な対策が成されてきたかも同時に検討すべきである。
